
福島県中小企業等株式上場支援補助事業実施要領 

「福島県中小企業等株式上場支援補助事業」（以下、「補助事業」という。）については、

福島県中小企業等株式上場支援補助金交付要綱（以下、「交付要綱」という。）及び福島県補

助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要領に定めるところにより適正な実施を図るものとする。 

 

（補助対象者の要件） 

第１条 交付要綱第３条第一号に規定する「県内に本店又は本社を置く者」の確認方法とし

ては、履歴事項全部証明書に記載された内容、納税地及び交付申請者の書類等により判断

するものとする。 

 

（交付申請） 

第２条 交付要綱第７条に規定する「福島県中小企業等株式上場支援補助金交付申請書」

（第１号様式）及び第７条各号の書類（以下、「申請書」という。）を福島県知事に提出す

る。 

２ 申請書の提出先は福島県商工労働部商工総務課（郵便番号 960-8670 福島県福島市杉

妻町 2-16）とする。 

３ 申請書の提出部数は９部（正本１部、副本８部）とする。 

 

（交付決定） 

第３条 交付要綱第９条に規定する審査については、県が設置した「福島県中小企業等株式

上場支援補助事業審査委員会」において書面審査及びプレゼンテーション又はプレゼン

テーションの実施が困難な場合にはこれに代わる説明資料による審査を行い、補助金交

付の可否及び交付すべき補助金の額を決定する。 

２ 審査においては、以下の点を総合的に判断するものとする。 

 一 県として支援することが適切か 

二 上場に向けた支援を確実に行える監査法人、公認会計士、証券会社、株式事務代行機

関、IRコンサルティング会社又はコンサルティング会社等と連携しているか 

三 上場に向けた準備は適切か 

四 上場しようとする市場は適切か 

五 県内産業へどのように貢献しているか、していくのか 

 

（補助金の額の確定） 

第４条 交付要綱第１４条に規定する補助金の額は、令和７年４月１日から令和８年３月

３１日までの期間に行われた補助対象事業であって、補助対象経費として認められるか、

報告書等の書類審査及び必要に応じて現地調査等を行い、確定するものとする。 



 

（補助対象事業） 

第５条 補助対象者は、補助の対象となる事業を契約締結する場合においては、原則として

競争入札の実施又は複数者から見積書を徴取し、最低価格提示者と契約を行うこと。ただ

し、競争入札等が著しく困難又は不適当である場合はこの限りではない。 

２ 契約の相手方は企業の外部機関であることとし、補助対象者との間で業務内容を明示

した契約を締結すること。 

 

 附 則 

 この要領は、平成２８年６月１３日から施行する。 

 附 則 

 この要領は、平成２８年９月２８日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２８年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２９年４月１０日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年５月１０日から施行する。 

 附 則 

 この要領は、平成３１年４月８日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年４月２８日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和３年６月２４日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和４年５月２４日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和５年６月２６日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和６年５月７日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和７年４月７日から施行する。 

 

 

 

 


